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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第87期
第１四半期
連結累計期間

第88期
第１四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自　2019年４月１日

至　2019年６月30日

自　2020年４月１日

至　2020年６月30日

自　2019年４月１日

至　2020年３月31日

売上高 （百万円） 11,277 10,404 86,922

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △234 △463 9,326

親会社株主に帰属する
当期純利益
又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（百万円） △321 △448 6,971

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,103 391 5,267

純資産額 （百万円） 65,641 70,861 71,334

総資産額 （百万円） 107,160 108,184 115,753

１株当たり当期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（円） △7.10 △9.90 153.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.3 64.4 60.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,903 3,773 5,075

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △321 △285 940

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,009 △544 △3,770

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 13,744 18,367 15,426
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴う社会・経済活

動の制限により悪化し、緊急事態宣言解除後も先行きは極めて不透明な状況が続いております。

　このような環境のもと、ステークホルダーの健康維持への配慮として、在宅勤務、時差出勤、臨時休業などによ

り顧客、サプライヤー、自社従業員の罹患リスクを低減するなど感染拡大防止に向けた対策を取りつつ企業活動を

行ってまいりました。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響による営業活動の自

粛や売上時期の遅延などにより、売上高は10,404百万円（前年同四半期比872百万円減、7.7％減）、営業損失は531

百万円（前年同四半期は317百万円の損失）、経常損失は463百万円（前年同四半期は234百万円の損失）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は448百万円（前年同四半期は321百万円の損失）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①消防車輌

消防車輌事業は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、売上時期を第２四半期以降に延期する案件も

あり、売上高は3,812百万円（前年同四半期比16.4％減）となり、セグメント損失（営業損失）は736百万円（前

年同四半期は579百万円の損失）となりました。

②防災

防災事業は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う営業活動自粛の影響などにより、売上高は3,529百万円（前

年同四半期比6.2％減）となり、セグメント損失（営業損失）は5百万円（前年同四半期は99百万円の利益）とな

りました。

③産業機械

産業機械事業は、売上高809百万円（前年同四半期比9.7％減）となり、セグメント利益（営業利益）は66百万

円（前年同四半期比3.8％増）となりました。

④環境車輌

環境車輌事業は、製品の売上が堅調に推移したことから、売上高は2,252百万円（前年同四半期比9.5％増）と

なり、セグメント利益（営業利益）は97百万円（前年同四半期比20.5％増）となりました。

 
(2) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析（5）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定」に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期

等の仮定について重要な変更はありません。
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(3) 財政状態

当第１四半期連結会計期間の総資産は108,184百万円（前連結会計年度末比7,569百万円の減少）となりました。

流動資産は、55,401百万円となり8,770百万円減少しました。これは主に、受取手形及び売掛金が17,570百万円減

少した一方で、現金及び預金が3,013百万円、たな卸資産が4,684百万円増加したことによるものです。

固定資産は、52,783百万円となり1,200百万円増加しました。うち有形固定資産は、33,696百万円となり268百万

円減少し、無形固定資産は、3,249百万円となり218百万円減少しました。投資その他の資産は、15,837百万円とな

り1,687百万円増加しました。これは主に投資有価証券が1,561百万円増加したことによるものです。

流動負債は、21,935百万円となり7,573百万円減少しました。これは主に、支払手形及び買掛金が4,279百万円、

電子記録債務が1,825百万円、未払法人税等が1,844百万円減少したことによるものです。

固定負債は、15,386百万円となり476百万円増加しました。

純資産は、70,861百万円となり472百万円減少しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上

448百万円、剰余金の配当861百万円による減少の一方で、その他有価証券評価差額金が1,029百万円増加したことに

よるものです。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の60.6％から64.4％となりました。

 
(4) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期に比べ4,623百万円増加の18,367百万円

となりました。

当第１四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ870百万円増加し、3,773百万円の収入（前年同四

半期は2,903百万円の収入）となりました。主な増加要因は、法人税等の支払額が832百万円減少したことによる

ものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ36百万円増加し、285百万円の支出（前年同四半期

は321百万円の支出）となりました。主な増加要因は、有形固定資産の取得による支出が350百万円減少したこと

によるものです。一方、主な減少要因は、有形固定資産の売却による収入が299百万円減少したことによるもので

す。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ1,465百万円増加し、544百万円の支出（前年同四

半期は2,009百万円の支出）となりました。主な増加要因は、短期借入金の純増減額1,409百万円によるもので

す。

　

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(6) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は327百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(7) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増加又は減少はありません。
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(8) 生産、受注及び販売の実績

当社グループの売上高及び利益は、消防車輌事業の官公庁向け売上高の占める割合が高いこと等から、下期、特

に第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあります。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントごとの生産、受注及び販売の状況は次のとおりであります。

①　生産実績

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

消防車輌 4,131 △6.6

防災 3,074 △8.7

産業機械 960 △20.4

環境車輌 2,416 △4.5

合計 10,582 △8.2
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格で表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 
②　受注実績

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

消防車輌 30,356 +2.2 38,309 +4.2

防災 1,715 +3.8 4,045 +6.6

産業機械 1,052 △27.4 2,309 △33.0

環境車輌 2,469 +0.9 4,983 △3.0

合計 35,594 +1.0 49,648 +1.0
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格で表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　防災事業の防災機器部門は見込生産を行っているため、上記の実績には含まれておりません。

 
③　販売実績

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

消防車輌 3,812 △16.4

防災 3,529 △6.2

産業機械 809 △9.7

環境車輌 2,252 +9.5

合計 10,404 △7.7
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 
(9) 主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第１四半期連結累計期間に著しい変動はありません。

② 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間に著しい変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2020年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(2020年８月７日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 46,918,542 46,918,542
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 46,918,542 46,918,542 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2020年４月１日～

2020年６月30日
― 46,918 ― 4,746 ― 1,638

 

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2020年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式普通株式 1,589,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,244,800 452,448 同上

単元未満株式 普通株式 84,742 － 同上

発行済株式総数  46,918,542 － －

総株主の議決権  － 452,448 －
 

(注) 1　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,800株(議決権58個)含

　　　　まれております。

　　 2　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

2020年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

㈱モリタホールディングス

大阪市中央区道修町

３丁目６番１号
1,589,000 － 1,589,000 3.39

計 － 1,589,000 － 1,589,000 3.39
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、太陽有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,738 18,751

  受取手形及び売掛金 27,304 9,734

  電子記録債権 1,494 1,725

  商品及び製品 4,822 5,104

  仕掛品 6,671 10,669

  原材料及び貯蔵品 6,824 7,228

  その他 1,576 2,426

  貸倒引当金 △262 △240

  流動資産合計 64,171 55,401

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 11,224 11,087

   機械装置及び運搬具（純額） 2,964 2,857

   土地 18,741 18,741

   建設仮勘定 34 21

   その他（純額） 999 989

   有形固定資産合計 33,965 33,696

  無形固定資産   

   のれん 2,551 2,403

   その他 916 845

   無形固定資産合計 3,468 3,249

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,432 10,994

   退職給付に係る資産 981 984

   その他 4,292 4,415

   貸倒引当金 △557 △557

   投資その他の資産合計 14,149 15,837

  固定資産合計 51,582 52,783

 資産合計 115,753 108,184
 

 

EDINET提出書類

株式会社モリタホールディングス(E01653)

四半期報告書

10/22



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 10,178 5,899

  電子記録債務 7,951 6,126

  短期借入金 － 294

  1年内返済予定の長期借入金 1,816 1,816

  未払法人税等 1,956 111

  賞与引当金 1,207 637

  役員賞与引当金 110 32

  製品保証引当金 383 398

  その他 5,904 6,619

  流動負債合計 29,508 21,935

 固定負債   

  長期借入金 6,132 6,181

  退職給付に係る負債 3,991 3,973

  役員退職慰労引当金 16 17

  その他 4,769 5,214

  固定負債合計 14,910 15,386

 負債合計 44,419 37,322

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,746 4,746

  資本剰余金 4,429 4,429

  利益剰余金 63,068 61,758

  自己株式 △1,417 △1,417

  株主資本合計 70,826 69,516

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,042 4,071

  繰延ヘッジ損益 △0 1

  土地再評価差額金 △2,691 △2,691

  為替換算調整勘定 △616 △813

  退職給付に係る調整累計額 △410 △395

  その他の包括利益累計額合計 △676 172

 非支配株主持分 1,184 1,172

 純資産合計 71,334 70,861

負債純資産合計 115,753 108,184
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

売上高 11,277 10,404

売上原価 8,300 7,681

売上総利益 2,976 2,723

販売費及び一般管理費 3,293 3,254

営業損失（△） △317 △531

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 62 61

 受取賃貸料 20 20

 持分法による投資利益 3 －

 その他 66 39

 営業外収益合計 155 123

営業外費用   

 支払利息 17 15

 賃貸費用 2 1

 為替差損 17 5

 持分法による投資損失 － 21

 訴訟関連費用 18 －

 その他 15 12

 営業外費用合計 72 56

経常損失（△） △234 △463

特別利益   

 固定資産売却益 － 1

 特別利益合計 － 1

特別損失   

 固定資産除売却損 0 0

 投資有価証券評価損 84 －

 特別損失合計 84 0

税金等調整前四半期純損失（△） △318 △462

法人税等 10 △3

四半期純損失（△） △328 △459

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △7 △10

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △321 △448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

四半期純損失（△） △328 △459

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △646 1,031

 繰延ヘッジ損益 △1 1

 為替換算調整勘定 △174 △160

 退職給付に係る調整額 4 14

 持分法適用会社に対する持分相当額 43 △36

 その他の包括利益合計 △775 850

四半期包括利益 △1,103 391

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,102 400

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1 △8
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △318 △462

 減価償却費 531 483

 のれん償却額 109 105

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △18

 受取利息及び受取配当金 △63 △62

 支払利息 17 15

 持分法による投資損益（△は益） △3 21

 有形固定資産除売却損益（△は益） 0 △0

 投資有価証券評価損益（△は益） 84 －

 売上債権の増減額（△は増加） 17,439 17,684

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,174 △4,781

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,895 △5,977

 その他 △354 △613

 小計 6,357 6,393

 利息及び配当金の受取額 63 62

 利息の支払額 △10 △8

 法人税等の支払額 △3,507 △2,674

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,903 3,773

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △544 △194

 有形固定資産の売却による収入 303 3

 有形固定資産の除却による支出 △106 △0

 無形固定資産の取得による支出 △17 △17

 貸付けによる支出 △1 △0

 貸付金の回収による収入 100 0

 その他 △54 △75

 投資活動によるキャッシュ・フロー △321 △285

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,113 296

 長期借入れによる収入 － 49

 配当金の支払額 △846 △849

 非支配株主への配当金の支払額 △3 △3

 その他 △46 △37

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,009 △544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 561 2,941

現金及び現金同等物の期首残高 13,182 15,426

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,744 ※  18,367
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日　至　2020年６月30日)

税金費用の計算

 
　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算する方法によっております。

 
 

　

 

(四半期連結損益計算書関係)

○  売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 2020年

４月１日 至 2020年６月30日)

　

当社グループの売上高及び利益は、消防車輌事業の官公庁向け売上高の占める割合が高いこと等から、下期、特

に第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
 至 2020年６月30日)

現金及び預金勘定 13,960百万円 18,751百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △216百万円 △384百万円

現金及び現金同等物 13,744百万円 18,367百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年４月26日
取締役会

 普通株式 859 19.00 2019年３月31日 2019年５月31日 利益剰余金
 

 
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年４月28日
取締役会

 普通株式 861 19.00 2020年３月31日 2020年６月４日  利益剰余金
 

 
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
消防車輌 防災 産業機械 環境車輌

売上高      

  外部顧客への売上高 4,562 3,761 896 2,056 11,277

  セグメント間の内部売上高又は振替高 16 66 0 20 103

計 4,578 3,828 896 2,077 11,381

セグメント利益又は損失（△） △579 99 64 80 △335
 

 

２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 △335

セグメント間取引消去 2

棚卸資産の調整額 16

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △317
 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
消防車輌 防災 産業機械 環境車輌

売上高      

  外部顧客への売上高 3,812 3,529 809 2,252 10,404

  セグメント間の内部売上高又は振替高 29 46 0 45 122

計 3,842 3,575 809 2,298 10,526

セグメント利益又は損失（△） △736 △5 66 97 △577
 

 

２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 △577

セグメント間取引消去 1

棚卸資産の調整額 45

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △531
 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社モリタホールディングス(E01653)

四半期報告書

17/22



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
 至 2020年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △7円10銭 △9円90銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(百万円)

△321 △448

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損
失金額（△）(百万円)

△321 △448

普通株式の期中平均株式数(株) 45,235,869 45,329,425
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

当社は、2020年７月３日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を行うことについて

決議し、以下のとおり自己株式の処分を実施いたしました。

 
１．処分の概要

（１） 処分期日 2020年７月31日

（２） 処分する株式の種類
及び数 当社普通株式　107,595株

（３） 処分価額 １株につき1,785円

（４） 処分総額 192,057,075円
 

（５）
 

処分先及びその人数
並びに処分株式の数

当社の取締役（社外取締役を除く。）　　　　４名　12,704株
当社の取締役を兼務しない執行役員　　　　　３名 　5,404株
当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）　21名　54,039株
※上記人数には、当社の取締役と当社子会社の取締役とを兼任している３名がそ
れぞれ含まれています。
当社子会社の取締役を兼務しない執行役員　 21名　35,448株

 

（６）
 

その他 本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券届出書を提出してお
ります。

 

 

２．処分の目的及び理由

当社は、2019年４月26日開催の取締役会において、当社の社外取締役を除く取締役（以下「対象取締役」といい

ます。）に対する当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び役員による長期安定的な株式保

有の促進を目的として、当社の対象取締役を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度を導入す

ることを決議し、また、2019年６月21日開催の第86回定時株主総会において、本制度に基づき、譲渡制限付株式取

得の出資財産とするための金銭報酬として、対象取締役に対して、年額80百万円以内の金銭報酬債権を支給するこ

と及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間を30年間とすることにつき、ご承認をいただいております。　

また、本株主総会における対象取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度の承認決議を受け、当社の取締役を兼務

しない執行役員並びに当社子会社の取締役及び取締役を兼務しない執行役員に対しても、同様の譲渡制限付株式報

酬制度を導入しております。
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２ 【その他】

2020年４月28日開催の取締役会において、第87期期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　期末配当による配当金の総額  861百万円

②　１株当たりの金額  19円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2020年６月４日
 

(注) 2020年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年８月５日

株式会社モリタホールディングス

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人

　大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　　内　　茂　　之 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　好　　　　　慧 ㊞

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社モリ

タホールディングスの 2020 年４月１日から 2021 年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020 年

４月１日から 2020 年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間 (2020 年４月１日から 2020 年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社モリタホールディングス及び連結子会社の 2020 年６月

30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第 1 四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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